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1．税率
市　民　税 6％ 4％県　民　税

（ア） 円

2．税額の算出方法

（1）退職所得控除額を求める。

（2）退職所得金額を求める。

退職手当の収入金額1,047万円、勤続年数19年6か月の場合

（1）退職所得控除額を求める。
（2）退職所得金額を求める。

（3）市民税・（4）県民税額を求める。
　　　　　　　　　　　　【市民税】　　　　　　　　　【県民税】
（税率を乗じる）
（百円未満切捨て）

（5）特別徴収税額を求める。　74,100円＋49,400円＝123,500円

40万円×20年＝800万円
1,047万円－800万円＝247万円

　247万円×1／2＝123.5万円

123.5万円×6％＝74,100円
　　　　　　　  　74,100円

123.5万円×4％＝49,400円
49,400円

※千円未満の端数は切り捨て

退職所得の収入金額
（イ） 年

（ウ）退職所得控除額①又は② 円

（カ）退職所得金額 000円

（エ）退職手当等の収入金額（ア）－退職所得控除額（ウ）

（エ）×1／2

（オ）の千円未満の端数を切捨て

円

（オ） 円

（3）市民税額を求める。

（ク）市民税額 00円

（キ）退職所得金額（カ）×6％

（キ）の百円未満の端数を切捨て

円

（4）県民税額を求める。

（コ）県民税額 00円

（ケ）退職所得金額（カ）×4％

（ケ）の百円未満の端数を切捨て

円

（5）特別徴収税額を求める。
特別徴収税額市民税額（ク）＋県民税額（コ） 00円

40万円×勤続年数（イ）

800万円＋70万円×（勤続年数（イ）－20年）

勤続年数

※勤続年数に1年未満の端数があるときは
1年に切り上げます。

①勤続年数が20年以下の場合…

②勤続年数が20年超の場合……
※上記①の金額が80万円に満たないときは80万円になります。
※障がい者になったことにより退職した場合には、上記金額に100万円を加算してください。

※勤続年数5年以内の法人役員等の場合は（オ）の欄は（エ）と同額になります。

【計算例】

－ 納入書・納入申告書記載例 －

退職所得に係る市民税・県民税の計算方法

◯ △ □

◯◯◯－◯◯◯◯
◯◯市◯◯町◯◯◯

株式会社△△△
代表取締役 ◯◯◯◯

令和
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7 7 10

①退職手当等を支払われた
　人数を記入してください。

２２２０００

１２３５００

３４５５００

②支払われた退職手当等の
　金額を記入してください。

□

③退職所得に係る特別徴収
　税額を記入してください。

④法人番号を記入
　してください。

（表面） （裏面）


